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１。課題設定一高山市立朝日中学校・清水君の作

文「過疎化の中に故郷を思う」（1）から一

　本稿でとりあげる高山市の朝日学区は、高山市

南東部に位置する。平成17年２月に旧・高山市

に合併となり、旧朝日村・旧高根村内で３小学校

と１中学校の段階的な統廃合によって、現在の朝

日中学校（平成23年度・３学級77人）、朝日小

学校（同７学級95人）となった。約408揮※（愛

知県刈谷市の約８倍）の学校区は、長野県境の野

麦峠や、乗鞍岳・御岳を擁する環境にある。

　この朝日学区を、朝日中学校３年の清水君は上

記の作文で、以下のように描写している。

　①…(中略)…、あー僕の故郷だ、大切な人が待って

いてくれる故郷だと感じ、目頭が熱<なった。次の日ふと

外を眺めた時、新緑が目に染みた。今まであまりに近す

ぎて圧迫感さえ感じていた山々を愛おしく感じた。

　作文の冒頭では、夜９時に「明日コンパスがい

るんやった」と気が付き、怒りながらも往復一時

間かけて買ってきてくれた母親とのやりとりから、

コンビニのない町に住む不便さを身にしみて感じ

る清水君の実感が、「嫌になる」「恥ずかしさもあ

る」という率直な言葉で綴られる。ほとんどの若

者が高校を卒業すると家を離れる傾向があるとい

う朝日町にあって、清水くんは中学校卒業を前に

自身の卒業後について「やはり家を離れて進学の

道を選んでいると思う。不便な田舎暮らしではな

く、華やかな都会での生活にあこがれがあるの

だ。」と将来予測する。しかし彼の思いは「自分は

生まれた故郷を批判し、便利さや華やかさばかり

を求めて人生を進んでいいのかと考える。」という

点に至る。その気づきの契機として学校統廃合の

状況を想起しながら描写する。

　②統合の初日のバスから降りてきた彼らの顔は、緊

張と不安な思いを笑顔で必死に隠していたように見えた

ことを今でも覚えている。「そこに通い慣れた学校がある

のに通り過ぎて行<のは複雑な感じだったな。」と、すっ

かり仲良<なった友達は当時の思いを話してくれた。

　清水君は、学校の統合という経験をした友人に

対して、「町境以上に見えない大きな壁を乗り越え

てきた彼らだからこそ、生まれ育った故郷を思う

気持ちは人一倍であると思う」ことに思い至り、

故郷に対する思いをいっそう深くする。冒頭の引

用①は、そのような気持ちを抱えた彼が、神戸。

広島への修学旅行から戻った際に「地元の駅に降

り立った時、たくさんの保護者や先生方が身を乗

り出すようにして笑顔で迎えてくれているのを見

て」実感した印象として述べられている。故郷の

過疎化の現実に対しては次のように論じる。
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　引用③下線部には、地域における過疎化という

課題をとらえ解決する場として、身近な故郷にあ

わせて、自身の生き方とかかわって将来を見とお

したより広い視座が提案される。「物理的な不便さ

は、心の豊かさで打ち消せばいいのだ。そうだ、

今僕は朝日町が大好きだ。」という言葉で作文は結

ばれている。

　近年、人間相互の関係性の「よさ」がたとえば

　“絆”という価値観において再認識され、共同体

としての地域社会や国家のあり方が問い直されて

きている。このことは私たちの社会における人間

関係の希薄化やコミュニティの崩壊、その背景に

ある都市化の進展や過疎化などの課題、あるいは

その必要性が再確認されるに至った自然災害や危

機管理等への対応などを含めた問題提起であり、

私たちはそのような社会の中での学校の存在意義

や学びのあり方について、いま問い直されている

といえよう。

　社会全体の中での学校の存在に対して教育政策

において言及したものとして、中央教育審議会答

申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方につ

いて（第一次答申）」（平成８年７月19日）があ

げられる。平成７年４月の文部大臣による諮問に

おいて三つの検討事項のひとつとして、「今後にお

ける教育の在り方及び学校・家庭・地域社会の役

割と連携の在り方」があげられ、答申の冒頭では

　「学校・家庭・地域社会を通じて、我々大人一人

一人が子供たちをいかに健やかに育てていくかと

いう視点」をもち、「［生きる力］は、学校・家庭・

地域社会が相互に連携しつつ、社会全体ではぐく

んでいくものであり、その育成は、大人一人一人

が、社会のあらゆる場で取り組んでいくべき課題

である」ことが示されている。その意味で、本答

申を受けこの期の学習指導要領改訂において新設

された「総合的な学習の時間」は、その後の学校

経営改革・教育課程改革を経て、今日なお、上記

の課題を展開していく中心となるものであり、ま

た、近年の社会構造の変化を受けて［生きる力］

をはぐくむ場としての社会全体としての学びの場

としての可能性を新たにもつものであるといえる。

　本稿は、このような課題意識に立って、以下の

点について明らかにしようというものである。

　第一に、教育課程政策とくに近年の教育行政改

革を反映したその変容を概観し、学校教育におけ

る身近な地域社会を対象とした学習のあり方や、

そこにおける地域住民と学校との関係性、地域に

おける授業開発をめざした取り組みの到達点につ

いて考察する。第二に、上記をふまえながら、今

後、総合的学習に求められる新しい視点や授業づ

くりの具体的方法について検討する。第三に、高

山市・朝日学区における地域と学校との連携によ

る実践から、今後の総合的学習の可能性について

試論的に提案する。

２。教育政策の変容にみる総合的学習の再定位の

可能性

　（1）戦前・戦後の郷土学習／地域教育の展開

　身近な地域社会を対象とした学習は、わが国に

おいて明治中期の「郷土科」に遡る蓄積をもつ。

世界恐慌における農村不況を受けて、郷土とりわ

け農村社会の自力更生運動をめざした郷土教育連

盟の活動が盛んになり、文部省においても『農村

用高等小学校読本』の編纂などを始めとする、地

区ごとの郷土教育講習会の開催などの郷土教育推

進政策が実施された（2）。

　戦後の教育改革においては、「第一次米国教育使

節団報告書」および「学習指導要領（一般編）試

案」に一貫して、特定の環境としての地域に根ざ

したカリキュラム編成の基本原理が示された。こ

の最初の学習指導要領の検討と前後して、カリキ

ュラム編成運動としての地域教育計画が全国各地

いまわが國の教育はこれまでとちがった方向にむかって進ん

でいる。この方向がどんな方向をとり、どんなふうのあらわ

れを見せているかということは、もはやだれの胸にもそれと

感ぜられていることと思う。このようなあらわれのうちで、

いちばんたいせっだと思われることは、これまでとかく上の

方からきめて興えられたことを、どこまでもそのとおりに実

行するといった画一的な傾きのあったのが､こんどはむしろ、

下の方からみんなの力で、いろいろと、作りあげて行くよう

になって来たということである。…（略）…もちろん教育に

一定の目標があることは事実である。また一つの骨組みに従

って行くことを要求されていることも事実である。しかしそ

ういう目標に達するためには、その骨組みに従いながらも、

その地域の社会の特性や、学校の施設の実情や、さらに児童

の特性に慮じて、それぞれの現場でそれらの事情にびったり

した内容を考えその方法を工夫してこそよく行くのであっ

て、ただあてがわれた型のとおりにやるのでは、かえって目

的を達するに遠くなるのである。

「昭和22年学習指導要領（一般編)試案
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で展開した。中央教育研究所と埼玉県川口市が共

同で進めた「川ロプラン」は、昭和21年９月に

立ち上げられた「川口市新教育研究会」の中で社

会科を中心に構想されており、地域住民のかかわ

りが限定的であるものの、地域を学習の場として、

地域の課題を教育課題に設定した授業づくりの先

行事例として位置づけることができる（3）。

　（2）社会科・生活科。総合的な学習の時間におけ

る位置づけ

　当時社会科は、戦後の新しい理念にもとづく教

育の中心として地域社会を対象とした学習の中心

的な役割を担った。昭和22年学習指導要領社会

科編（一）では、「各学年の児童の経験する社会生

活の領域」として、第一学年および第二学年で「家

庭・学校および近所の生活」第三学年で「地域社

会の生活」が示された。昭和26年の改訂を経た

昭和30年の改訂では、「第６学年修了までに、中

学校の地誌的学習の基礎やわが国の各時代の様子

が従来以上に児童の身につくように配慮」したう

えで、各学年の主題および学習内容が具体的に示

された。たとえば第３学年「町や村の生活」の内

容５では、「人々は協力し合い助け合って今日の

町や村を築きあげてきたことを理解させ、自分た

ちの町や村をよりよくするために必要なことを進

んで考えようとする気持を育てる。」ことが示され

ている。この期の改訂までは、小学校学習指導要

領・中学校学習指導要領ともに「郷土学習」「郷土」

とされていたものが、昭和43 ・44年の改訂にお

いて「地域学習」「身近な地域」と改められて今日

に至る。以降、小学校中学年の地域学習において

は副読本の発行・活用もさかんに行われた。

　平成元年学習指導要領改訂では、昭和40年代

からの検討課題であった生活科が新設となった。

文部省指導資料「指導計画の作成と学習指導バ平

成２年１月」では、生活科の新設による小学校教

育に対する新しい問題提起として、体験の重視、

個性の重視にあわせて、「学校と家庭や地域との連

携についての積極的な対応」をあげている。指導

資料に示された「授業で地域環境を積極的に活用

し、地域にある素材を取り入れたり地域の人々の

協力を得たりしていくことに大きな意味がある。

こうしたことが教師と子供の地域に対する愛情を

深めることになるとともに、地域の人々にも学校

の教育活動についての理解を深めてもらうことに

なる」（4）という視点は、地域社会を対象とした学

習を、地域における授業づくりの側面からも検討

していくことを求めている。あわせて、生活科の

新設においては必然的に、それが専門の免許状を

もつ教員のいない初めての教科となったことで、

生活科の授業づくりという新しい課題を、新設当

時より学校経営全体の課題としてとらえる必要性

があったこと、またこのことは同時に、総合的な

学習の時間の新設における同様の課題にむけての

実践の蓄積の契機となったといえよう。

　総合的な学習の時間の新設にあたっては、「各学

校は、地域や学校、児童の実態等に応じて、横断

的・総合的な学習や児童の興味・関心等に基づく

学習など創意工夫を生かした教育活動を行うもの

とする」（平成10年学習指導要領　総則　第３「総

合的な学習の取り扱い」）とされ、「例えば国際理

解、情報、環境、福祉・健康などの横断的・総合

的な課題、児童の興味・関心に基づく課題、地域

や学校の特色に応じた課題」（同）が学習活動の例

として示された。新設当時より、地域を対象とし

た実践は数多く蓄積され、文部省の実践事例集（小

学校編）では、60の実践例のうち24で「地域」

を対象とした学習内容が設定されている（5）。

　（3）近年の教育改革と総合的学習の課題

　地域社会を対象とした学習の流れを概観すると、

80年代・9.年代には生活科・総合的な学習の時

間の新設にみる教育課程改革を中心として展開し、

200.年以降は、コミュニテイ・スクールの制度化

等の教育政策の条件整備と、教育基本法の改正等

を中心とする教育システムの大規模な改変を受け

た教育課程改革の中で、実践に対しても変容を迫

るものとなっている。 2006 （平成18）年に改正

された教育基本法は、学校と地域の関係とかかわ

って以下の内容が条文として新設された。
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第13条(学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力)

学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育にお

けるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互

の連携及び協力に努めるものとする。



　国会の審議においても、「子どもの健全育成、そ

して教育の目的を実現する上での学校、家庭、こ

れらが大きな役割を担っていることからかんがみ

て、地域社会の果たすべき役割も非常に大きくな

っております」(2007年６月５日・衆議院・教育

基本法に関する特別委員会、小坂文部科学大臣答

弁）との指摘がなされている90年代の教育改革

においても、学校、家庭、地域社会の連携の必要

性についてはくり返し述べられてきたが、現在進

行中の教育改革が特徴的な点は、連携そのものの

価値性に関しても同様に、教育法における位置づ

けを求めた点にある。改正教育基本法第２条（教

育の目標）においては、「三　正義と責任、男女の

平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公

共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、

その発展に寄与する態度を養うこと。」「五　伝統

と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国

と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社

会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。」等の

条文からは、従前より学校教育法においても定め

られてきた「郷土」についての内容（「郷土および

国家の現状と伝統について、正しい理解に導き、

進んで国際協調の精神を養うこと」(2007年改正

前の学校教育法・第18条（教育の目標））を一層

強調し、政策として具体化しようという動きがみ

られる。今回の改正においては、旧法で「補則」

としていた第11条を「第四章　法令の制定」と

して新たに位置づけた教育統治法としての機能を

もつ。実際に、今次の学習指導要領の改訂では、

多くの教科・領域等において、地域とのかかわり

や地域／郷土に関する内容が位置づけられるに至

った。あわせて総則では、従来より「第４　指導

計画の作成等に当たって配慮すべき事項」におけ

る記述が以下のように変更となった。

　近年の教育改革の全体からは、学校、家庭、地

域社会が実際の教育活動をとおして連携。協力し

ていくことの重要性が提起されているといえよう。

　改正教育基本法第13条とかかわって、現在の

教育改革で学校と地域社会のあり方に変化を求め

ているのが「新しい公共」の考え方である。「新し

い公共」宣言（2010年６月４日）を受けた「学

校運営の在り方等に関する調査研究協力者会議」

による提言「子どもの豊かな学びを創造し、地域

の絆をつなぐ一地域とともにある学校づくりの推

進方策－」(2011年７月５日）においては、「地

域とともにある学校づくり」の視点として「これ

までの教育改革の文脈では十分に位置づけられて

こなかった、“子どもの学びの場”にとどまらない

学校の側面」として、①「大人の学びの場」とな

る学校、②「地域づくりの核」となる学校の２つ

を新たな視点としてあげている。そして、地域と

ともにある学校づくりにより得られる成果として、

以下の４点を示している。

　とくに第一点とかかわっては、平成10年学習

指導要領で総合的な学習の時間の新設とともに示

され、平成20年の改訂においてもその要点のひ

とつとして位置づけられている「生きる力」につ

いて、地域とのかかわりの中で、地域の望む子ど

も像の実現の中でそれをはぐくんでいくとされた

ことの意義は大きい。地域の大人たちの活動や地

域の環境や文化を学習資源として位置づけながら、

実際の活動や体験をとおして学習することにより、

教育基本法に新たに位置づけられた「郷土を愛す

る」態度が現実の地域社会を基盤に、実感をとも

なったものとして、適切にはぐくまれることが期

待される。
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　①子どもたちの｢生きる力｣をはぐくむことができる

　　　　　　　　　　　(地域の望む子ども像の実現)

②教職員、保護者、地域住民等がともに成長していく

　　　　　　　　　　　　　　(地域の教育力の向上)

③学校を核として地域ネットワークが形成される

　　　　　　　　　　　　　　　　(地域の活力向上)

④地域コミュニティの基礎力が高まる

　　　　　　　　　　　　　　　　(地域の礎の構築)

平成10年学習指導要領

　開かれた学校づくりを進めるため、地域や学校の実

態等に応じ、家庭や地域の人々の協力を得るなど家庭

や地域社会との連携を深めること。

平成20年学習指導要領

　学校がその目的を達成するため、地域や学校の実態

等に応じ、家庭や地域の人々の協力を得るなど家庭や

地域社会との連携を深めること。



３。高山市・朝日学区の実践から

　（1）地域の現状と朝日小学校・朝日中学校の総合

的学習の取り組み

　高山市は平成17年２月に市町村合併を実施し、

周辺の９町村を編入し2177.67�という東京都と

ほぼ同じ面積をもつ日本一広い市となった。特に

支所地域（旧町村地域）では人口減少、高齢化、

過疎化の進行が著しく、限界集落が16集落に及

び、従来の集落単位の活動が困難になるなど、集

落単位のコミュニティ機能が低下してきている。

　朝日学区（朝日・高根地域）においては、合併

後５年で人口は12.8%減少し、高齢化率は36.9%

　（平成23年４月）に達している。市町村合併後、

朝日学区においては、平成18年から平成20年に

かけて１つの中学校（高根中学校）と３つの小学

校（高根小学校・秋神小学校・日和田小学校）が

段階的な統廃合により閉校となり、平成20年度

より現在の１中学校・１小学校の学校区となった。

　朝日・秋神。高根。日和田という以前はそれぞ

れが１つの小学校区であった朝日学区内の各地域

は、各々が固有の文化や産業をもち、特色ある地

域コミュニティを形成していた。学校統廃合によ

る学校区の拡大は、住民に対しては地域コミュニ

ティを再構築するという課題を生み、また教師に

対しては新たな学習資源を教育課程に位置づける

可能性を示した。朝日小学校区では、各学校の保

護者や教職員との連携で統合への準備をすすめる

中で、児童同士の交流会や合同授業、学習ルール

の共通化や行事の見直しを実施してきた。総合学

習については、各学校に担当地域を分けて４年間

で全地域の学習を行うための指導計画が、４校統

合を機に計画された（6）。

　平成23年度の総合学習として朝日小学校では、

３学年で高根地域、４学年で日和田地域、５学年で

秋神地域、６学年で野麦地域に出向き、地域の人々

とふれあう機会をとおして、ふるさとのよさを学

び、自分の生き方をふり返ることをめざした学習

を実施している。

　３学年では、高根地域の特産物である唐辛子を

原料として開発された調味料「うま辛王」の製造

過程やそれに関わる苦労などについて学ぶことを

とおして、「高根地区の良さ・人々の生き方を知る」

こと、あわせて、朝日地区のよもぎを使った特産

物との比較から、それぞれの地域の特産物の特徴

やよさを再確認する学習として展開している。

　　「高根じまんを見つけよう」（平成23年７月７

日実施）の学習では、朝日小学校からバスを利用

し高根地区の道の駅に出かけての授業を行った。

移動を含め午前中の４時間で実施した内容構成は、

①道の駅の売店で「うま辛王」を使った商品を発

見する②「うま辛王」の製造方法や原料の唐辛子

についての話を聞く③唐辛子を観察しスケッチす

る④「うま辛王」の味見をする⑤「うま辛王」を

使ったカレーを試食するというものであったが、

①から⑤の全ての学習において、実際に調味料の

開発・販売にかかわっている地域住民（写真手前）

が、担任との協働で授業を進行した。
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　担任教師との協働で授業を実施した地域住民は、

道の駅の「駅長」をつとめる人物で、朝日小学校

の保護者でもある。高根地区在住で学校統廃合に

おいては保護者としての経験を「高根小学校を閉

校し、朝日小学校に統合編入。その一年後には日

和田小、秋神小を完全統合のため迎えるという密

度の濃い３年間を親子共々過ごしました。」（7）と

ふり返る。高根小学校が朝日小学校に統合となっ

た平成19年度にPTA副会長として学校にかかわ

った統合１年目の経験から、現在の朝日小学校の

総合学習においても、「高根のことを朝日小の子ど

もたちにぜひ知ってもらいたい」との思いから、

授業実施にかかわっているという。

　同様に、５学年では秋神地域の歴史と文化を中

心に学習をすすめる。秋神地域でさかんな米作り

の、田植え、稲刈り、脱穀という一連の作業を「秋

神先生」とよばれる秋神地域のことを伝えるボラ

ンティアの地域住民の指導のもとで体験し、収穫

したもち米を使った餅をお世話になった方々へ届

けて、感謝の気持ちを伝えている。「秋神先生」と

して総合学習に接してきた住民は、学校統廃合の

時期の子どもたちの学習を以下のようにとらえて

いる。「四月から秋神小学校は統合され、子どもた

ちの姿が見られなくなり、寂しいです。でも、統

合先の朝日小の５年生が、旧秋神小の学校田に田

植えに来てくれてとてもうれしかったです。」（8）

地域住民のボランティア「秋神先生」の子どもた

ちの学習に対する情熱は、子どもたちにとって、

自分は地域にどのようにかかわっていけばよいか

を考える大きなきっかけとなっている。

　このように、朝日小学校では学校統廃合を契機

として、小学校が閉校となった高根。秋神。日和

田の各地域の自然や文化や人を学習資源として、

それを地域の人々とふれあう機会をとおして学ぶ

ということの価値が、教師と地域住民の双方にお

いて共通に認識されるに至ったといえる。

　朝日中学校では、地域の伝統的な和太鼓「龍巌

太鼓」の練習や発表活動、地域の職場体験、地域

の牧場の肥料撒きのボランティア、生徒たちにと

って学校の「自慢」であり活動の象徴でもある合

唱をとおした活動などが、総合的な学習の時間と

して位置づけられている。

　平成23年度においては、各学年の総合的な学

習の時間のテーマを「郷土に生きる～郷土の良さ

を知り、郷土を愛する自分づくり」（1学年）、「た

くましく生きる～目の前にある課題に自分の力で

立ち向かおうとする自分づくり」（2学年）、「共に

生きる～他者を受け入れ、相手を尊重して共に生

きようとする自分づくり」（3学年）と設定し、１

年次における朝日・高根の自然（グリーンツーリ

ズム）、特産物（蕎麦。よもぎ）、地域の産業につ

いての学習を基礎として２年次以降のふるさと学

習として展開しながら、平和学習や進路学習（職

場体験等）、表現活動を含めた自己の生き方につい

ての学びとして深めている。

　総合的学習において地域について学ぶ活動にお

いては、地域のことを知る、地域のこととかかわ

るという経験をとおして、それが自己の生き方に

ついての学びとしてとらえられた時に、そのひろ

がりをみせる。朝日中学校においても本稿冒頭で

引用したように、生徒たちは学校の統廃合の経験

をとおして、「友達が増えて嬉しい」「秋神や高根、

日和田の人たちはさみしい」「いろいろな地域の伝

統がわかり、関わる地域が増えた」（9）等の思いを

もち、また同時に、「ふるさとを好きだが、将来に

わたって住み続けるかどうかわからない」（1o）とい

う、故郷に対する、複雑ではあるが現実の地域の

課題を含み込んだ思いをもつ傾向にある。

　朝日地区における深刻な過疎や高齢化そのもの

は地域固有の課題意識であるが、その課題の本質

である地域力や地域への愛着という問題は今日、

わが国のあらゆる地域においてみられるものであ

る。これに対して朝日学区の事例からは、地域と

学校との新しい連携のあり方が試行されている。

朝日中学校の校長は、新しい連携のあり方と、そ

の中での新しい学びの創造の方法を以下のように

イメージしている。それは、「学校が、地域の教育

力を活用すると。そのために、ここでしたら、あ

の、今わ、１年生が仮に、道の駅とね、連携する

時に、こちらが投げかけるじやないですか。で、

連携する、普通のあり方ですよね、これまでの。」

　（朝日中学校校長インタビュー・2011年９月20

日）という従来からある学校主導の連携のあり方

をこえた「これまでは、学校が地域の方を“呼ん
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で”活用しとったという部分があるんやけど…（中

略）…地域の方も、学校も、保護者も、主体的に

かかわっていくシステムをつくって、ほんとにそ

の人たちも一緒になって、郷土学習にかかわって

いく」（同）「地域の子育ての主体者として、自分

たちで主体的に計画して動いていくような団体に

したい八同）等の言葉から読みとることのできる

校長のイメージする連携のあり方は、先にあげた、

学校運営の在り方等に関する調査研究協力者会

議」による提言「子どもの豊かな学びを創造し、

地域の絆をつなぐ一地域とともにある学校づくり

の推進方策－」(2011年７月５日）で示された「地

域とともにある学校づくり」の視点に共通するも

のであり、提言で、今後の学校と地域の連携促進

にあたって特に重視する観点としてあげられてい

る「学校と地域の連携の実質化」に共通する視点

としてとらえることができる。

　（2）地域と学校の連携。協力の場の創設

　上記提言では、「地域とともにある学校」を実現

する方策として、以下について提案されている。

　朝日学区では平成23年度において、「地域」「家

庭」「学校」「行政」の各関係者による会議を実施

している。この会議は以下の｀2点において新しい

学校と地域の連携のあり方を具体化するものとな

っている。１点目は、参加者のうち地域関係者が

過半数近くを占め、会議のその中心的な役割を担

っている点である。構成員は、朝日。高根の両支

所の支所長をはじめ、社会教育委員、教育推進委

員、町内連合会、町内連絡協議会、社会教育活動

者からなる。２点目は、会議の第１回（平成23

年５月20日）・第２回（平成23年７月19日）・

第３回（平成23年10月25日）の立ち上げの時

期において、地域の望む子ども像について時間を

かけて議論した点である。

　協働の場としての会議は、第３回までの「がや

がや会議」としての実施をもとにして、「朝高子ど

もしとねる会」（第１回・平成23年12月７日。

　「しとねる」は飛騨弁で「育てる」を意味する）

として、朝日地区社会教育推進委員長を議長とし

て発足した。

　第１回会議の議題のひとつは、「がやがや会議」

での議論をふまえて提案された「あいさつ運動」

の方向性に関することであった。この点に関して

参加者からは、「挨拶をテーマにしていただければ

そこから、いろんな枝葉が出てくると思うんです

ね。テーマ的にひとつのことを追究する中で、協

働できることを模索して行ければいい。その方が。

　“今度は行って何をしやべろうかな”くらいは皆、

考えて来てくれますし。地域みんなで考えていけ

れば、そこから次につながるような気がするんで

すけれども。」（地域関係者の発言）という、会議

の意義とかかわったとらえ方が提案された。それ

を受けて、「この会は、PTAもこんなやっとるん

や、学校もこんなやっとるんや、つていうことを

受けて、町内会でもそれを、広めないか、社教の

方々も、ここでやっとるんやでちょっと理解して

もらって皆でやらんか、つて、そしていろんな、

長寿会であるとか、あるいは社会教育団体の方々

も理解してもらって、そういうことを広めてくだ

さるというふうに僕、感じ取ったので、ものすご

くそれは、他にないことやし、これはとても楽し

みな、本当にそのためにこの会があるのかな、と

感じております。」（行政関係者の発言）と総括さ

れる。すなわち、「地域で子どもを育てる」ための

具体的な方法として、協働のための議論の揚が重

要であること、さまざまな立場の地域の関係者が

かかわることで、取り組みを組織的に拡大してい

くことの必要性が提案されている。

　朝日小学校の校長は、議題のひとつである挨拶

とかかわって、以下のように投げかける。「私か思

っている挨拶の意味のひとつが、“心をつなげる”

ということなんですね。“心をつなげる”つていう

のは、学校で子どもたち同士がというだけでなく、

地域の人と心をつなげる。子どもたちも、私たち
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O「地域とともにある学校」を実現していくためには、

学校と地域の人々との間での目標の共有や地域の人々

の学校運営への参画が必要となる。関係者が当事者意

識をもって「熟議」を重ね、「協働」して活動すること

やそれを上手く進めることができる校長の「マネジメ

ント」とともに教育委員会と教育長の明確なビジョン

と行動が求められる。

　「子どもの豊かな学びを創造し、地域の絆をつなぐ一地域

　とともにある学校づくりの推進方策－」(2011年７月５日）



大人もみんなが心をつなげるということで、それ

は子どもたちの成長にとってすごくプラスになる、

きいと思うんですね。」校長は、地域で共有化され

た育てたい子どもの姿について、自身のとらえる

挨拶の教育的意義から、子どもたちの成長にとっ

ての価値を提案する。この提案は、子どもたちの

地域での学習活動の価値についての以下の問いに

つながるものとして発言された。「子どもたちは何

を見て学んでくるかというと、その素材であるも

のを見て勉強して、学んでくる、ああ高根にはこ

ういう産業があって、ということも学んでくるわ

けですけれども、いちばん私たちが学んでほしい

のは、「地域で生きて見える方」の「生き方」とか

　「一生懸命さ」とか「やさしさ」とか「素晴らし

さ」とかを、子どもたちに学んできてほしいとい

う願いがすごくあるんです。」

　校長のこの発言において、地域と学校との協働

の場で、地域の望む子ども像と関連させて、地域

での学習活動の意義が議論にあげられたことの価

値は大きい。地域での活動が子どもたちの学習活

動にむすびついていくことで、地域の課題を解決

していくという視点は、今後の授業開発の新しい

方向性として重要なものとなるであろう（11）。

４。総合的学習に求められる新しい視点

　本稿で概観した教育政策全体の変容の中で、こ

れまで社会科や生活科、総合的な学習の時間を中

心として蓄積されてきた地域を主題とする学習の

実践をとらえ直すとき、以下の点が新たな課題と

して指摘されよう。

　第一には、これまで教科や領域において重点的

に実践されてきた内容や学校行事等として実施し

てきた内容を、学校の教育課程や指導計画全体の

中で位置づける必要がある。このことは、現在の

教育改革とくに学校経営改革において提言されて

いる地域と学校の連携の中で、地域学習を新たに

位置づけ、そのことが児童・生徒にとってはより

価値のある豊かな学びを体験する機会となる。

　第二には、地域を学ぶ／地域から学ぶことにと

どまらず、地域社会の形成者としての児童生徒の

視点に立った授業づくりと学校づくりが求められ

る。

その際、小学校の生活科と中学年社会科の地域学

習と総合的な学習の時間、中学校の総合的な学習

の時間に関して、道徳や特別活動の時間との関連

をふまえた、９年間を見通した教育課程づくりが

必要とされる。児童生徒の成長・発達をふまえな

がら、とくに中学校段階では、地域のよさを知る

学習を生かしながら、進路学習など様々な学習場

面をとおして、郷土としての地域社会について自

分の生き方とかかわって多角的にとらえることの

できる機会をもちたい。

　第三には、「新しい公共」型学校づくりの実現を

めざすとき、地域づくりの核としての新しい学校

のあり方を検討する協働の場と、学校と地域社会

との連携による授業づくり。授業実施が必要とな

る。これまでの社会科・生活科、とくに総合的な

学習の時間の実践事例においては学校と地域社会

との連携は多くみられるものの、それらは、たと

えば児童生徒が見学や取材等の活動をとおして地

域住民と交流したり、地域住民がゲストティーチ

ヤーとして学習を支援するなど、学校（教師）主

導による授業づくり・授業実施を前提として、地

域住民が部分的な支援・協力をする例がほとんど

であった。今次の学習指導要領改訂が求めるひと

つの方向性は、「言語活動の充実」「活用型学力」

等の視点にみられるように、すべての教科等をと

おして学習活動における実践や表現の場を重視・

拡大した、実際生活に則した学びであるといえる。

このことは同時に、従来の学習内容や学習活動に

ついて、それを地域住民の日常生活や学校をとり

まく地域の環境の中にあらためて見いだしていく

こと、またそれを契機に、地域住民が学習活動に

かかわる際の目的と方法について再検討する可能

性と必要性とを示している。今後、地域学習の授

業づくりにおいて、学習目標の設定（地域の望む

子ども像の反映）や単元開発（地域の学習資源の

活用）の段階で地域住民が積極的に参画し、学習

活動の充実を地域づくりの観点から進めていくた

めの取り組みと仕組みづくりが求められる。その

際、総合的学習が学習の目標と内容に関して地域

住民の願いや意思を位置づける可能性の大きい点

においてまずは、教育課程の開発において中心的

役割をもつことが期待されているといえよう。
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